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連結決算の情報開示が充実 ・強化 され,支 配力基準の導入により連結対象子
会社の範囲が拡大されるなど,連結財務諸表の重要性 は日々増大している。企
業集団の規模拡大や多角化が進行すると,多 くの子会社 ・関連会社ができ企業
集団内の取引も増加 し複雑になる。そうした状況の下では,個 別決算書を見る
だけでは,あ るいは個別決算書を単純に合算 しただけでは,企 業集団の実態が
企業内外の利害関係者に適切に伝わらないこととなる。わが国の連結財務諸表
は,投 資意思決定のための情報開示 を直接の目的 とし,証券取引法会計の下に
位置づけられてきた。 しか し,現在の企業活動の実態 を考えると,商法監査面
や税務面における連結情報の有用性 を積極的に認識する必要がある。子会社や
関連会社等を利用 した恣意的経理の防止や,グ ループ企業全体の担税力の測定
など,そ の重要性 ・有用性 は増す一方 と考えられる。欧米では,企 業評価のほ
とんどが連結決算で行われ,税 法においても連結納税を認めている。
企業会計が連結決算重視を指向する中で,法 人税制においては,い まだ個別
決算指向のままであ り,法人税制改正における連結納税制度の導入は,わ が国
の経済構造の改革を進める上で重要な課題のひとつ と言 える。
1)本稿は,佐々木が本学大学院修士課程およびその後の研究生としての3年間にわ
たる研究成果の一部を,松本の助言指導の下にとりまとめたものである。このた
びの掲載の機会を与えられたことに感謝申し上げる次第である。
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会計上の連結決算制度と税制上の連結納税制度 との共通性は,個 別会社 とい
う法的主体を重視するのではなく,経済的主体としての企業集団をひ とつの単
位 として認識 した上で,そ れぞれの制度を構築 しているという点にある。
しか しながら,会計上の連結決算制度は,親 会社が企業グループ全体の財政
状態 と経営成績 を株主等の利害関係者に開示することによって,利 害関係者の
意思決定に資することを主要な目的としているのに対 し,税制上の連結納税制
度は,企 業形態に対する税制 ・税負担の中立性 ・公平性 を確保することによっ
て適正 ・公平な課税を実現することを目的としている。すなわち,両 者には,
目的の相違が明確 に存在する。この目的の差異が,結 果 として連結範囲の差異
を生み出 し,この連結範囲の差異が,さ らに各種の差異 を生 じさせている。
たしかに,連 結決算制度と連結納税制度には,各 種の差異が存在するが,こ
れ ら両制度を全 く関連させることな く完全に相反するものとして捉えるのは,
双方 を研究するあるいは実務にたず さわるいずれの立場においても不利益があ
ると考 える。
税務行政の執行 という限定された立場か ら両者を考えた場合でも,事業実態
の解明という観点か らは,連結財務諸表の解読は必須事項であると考えられる。
税務行政においても,連結財務諸表から得 られる情報を積極的に受け入れる必
要があろう。なぜな らば,個 別申告においても,また どのような連結納税制度
が導入 されるにしても,親 子会社間および子会社相互間の取引が必ず重要事項
として取 り上げられるからである。最近の国税捕脱事犯においても,多数の会
社を介 した事犯が多 くなってきているのが実状である。
本稿では,わ が国に導入予定の連結納税制度政府案について概説するととも
に,連結納税制度実施に際して関係諸法 と現行税務行政における実務的課題を
検討する。
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第1章 わが国に導入される連結納税制度の基本的仕組
第1節 基本的仕組
連結納税制度の導入について政府 ・自由民主党は,平 成11年度税制改正大綱
において平成13年1月の導入を発表 したが,そ の後平成14年4月へ とその導入
を延期する旨を発表 した2)。連結納税制度の導入は,会 計制度や現行税制その
他関係諸法 との関わ りという点で,多 くの課題を有 していることが延期の原因
と考えられた。
平成13年11月中旬において,制 度導入 を前提 に事業再編 を進めてきた経済
界3)の意見 を重視 し,当 初予定 どお り平成14年4月の導入が決定 した4)。た
だ し,その導入は,遡 及適用 という形 を採 らざるを得なかった。
関連法の施行前 に遡及 して税制を適用するのは極めて異例 といえる。税制改
正作業は,通 常であれば年末 にまとめられる税制改正大綱に沿って財務省事務
当局が改正法案を作成 し,一月召集の通常国会冒頭に予算関連法案 として提出,
年度内成立を目指す。今回のように平成14年5月に関連法案 を提 出,6月 末ま
でに成立 を目指 し,4月 に遡及適用するという状況は,い かに連結納税制度に
対する経済界の声が大 きいかを表す ものといえる。
実際には,平 成14年1月17日に 「平成14年度税制改正の要綱」が閣議決定さ
れ,そ の中心事項 として,連 結納税制度が取 り上げられているわけであるが,
具体的内容 については,平 成13年12月19日に財務省から発表 された 「平成14年
度税制改正の大綱」 と同様である。ただし,省庁案から政府案 となったところ
に大 きな意味合いがあるといえる。
わが国に導入される連結納税制度(政 府案)の 基本的仕組みは,以 下のとお
りである5)。
2)平 成11年12月15日,政府 ・税制調査会発表。
3)特 に経済界を代表する社 団法人経済団体連合会は,平 成8年3月26日 「連結納税
制度に関する提言」を発表するなど,連 結納税制度の導入 を望んでいた。
4)平 成13年11月29日付,日 本経済新聞。
202 商 学 討 究 第53巻第1号
(1)適用法人
適用法人は,行 政権のおよぶ範囲としての内国法人である親会社 と,そ の親
会社 に発行済株式の全部を直接 または間接に保有されるすべての内国法人 とな
る。親会社 となることのできる法人は,100%子会社 に該当しない ものとされ
ている。これは,連 結納税制度の主 旨,課税技術,租 税回避行為の防止等を勘
案 しての結果 といえる。
連結納税制度の対象 となる子会社 は,100%子会社 に限定されてお り,これ
によって,少 数株主に関わる租税負担問題は排除されることとなる。持株割合
の判定においては,従 業員持株会保有の株式およびス トック ・オプションによ
り取得された株式は除かれることとなり,数値上の100%保有ではなく、いわ
ば実質的な100%保有状況を重視 している。
(2)適用方法
連結納税制度の適用は,選 択制 とされた。租税制度の公平性,諸 外国との整
合性 という観点から,強制適用は望ましくないと判断されたものと考えられる。
形式的には,事 前承認かつみな し承認制度6)を採用 している。
連結納税制度の恣意的な適用を回避するために,制 度適用後の取止めは,や
むを得ない場合に限定されている。連結納税グループの全会社 に所得が生 じて
いる場合 には,連結納税制度を選択す ることによりむしろ租税負担が増加する
場合があるが,こ のような租税負担の増加を理由に制度選択 を一時的に取止め
るようなことは認め られない。
(3)納税主体
連結所得に対す る法人税の申告 ・納付 を行 うのは,あくまでも親会社 となる。
5)平成13年12月19日「平成14年度税制改正の大綱」財務省,お よび平成13年10月9
日 「連結納税制度の基本的考え方」政府税制調査会法人課税小委員会に基づく。
6)事前に国税当局への承認申請を必要とし,連結納税制度を適用しようとする事業
年度開始の日の前日までに,国税当局による承認または却下の処分がなされない
場合には,その前日において承認があったものとみなされる。
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子会社は,連 結所得に対応する法人税について連帯納付責任 を負い,連 結所得
の個別帰属金額等を記載 した書類を各所轄税務署 に提出しなければならない。
これは,子 会社の連帯納付責任をより明確化するための処置といえる。親会社
は,連 結納税申告書 とともに,連結所得に対す る各子会社の個別帰属金額等を
記載 した書類の写しを,当 該親会社の所轄税務署 に提出することになろう。
㈲ 連結事業年度
連結事業年度は,親 会社の事業年度に合わせ ることとなる。連結納税制度を
適用 しようとす る会社は帳簿組織の精緻度が高 く,高度な会計システムを有す
ることが想定 される。さらに,連結納税グループを形成する多 くの会社では,
既に事業年度を統一 している会社が多いことから,事業年度の統一を強制 した
としても納税者の著 しい不利益にはならないものと考えられる。国税当局にお
いても,事業年度の統一は申告内容の妥当性を検討するうえで適当といえる。
(5)連結所得金額の計算
① 連結所得金額 ・連結税額の算出
連結所得金額 は,連結納税グループ内の各個別法人の所得金額を基礎 とし,
これに所要の調整を加えた上で,連 結納税グループを一体 として計算するこ
ととなる。
当初は,税 額合算方式7)を採用すると思えたが,結 果的には損益通算方
式8)になった。これは,連 結納税制度の導入にあたって,内 部損益の消去
7)連結税額を各グループ会社の申告納税額の単純合算とし,子会社に欠損が生じた
場合はマイナスの税額を認識して親会社に請求,親会社はその分を減額して納税
する方式。
現行の個別申告制度を大きく変更することなく,簡易な形で連結納税制度を導
入できる利点がある。
8)親会社,子会社の所得 ・欠損金を合算して連結課税所得を算出,連結ベースで税
額を計算 し,連結納税額を親会社,子会社間に配賦する方式。完成度は高いが,
反面計算が複雑な側面を持っている。
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を伴 うより精緻な,あ るいはより実質的に連結納税グループの担税力 を測る
方式が求め られた結果といえる。
② 連結納税グループ会社間の取引
連結納税 グループ会社間の取引は,時価 によって査定される。
連結納税 グループ会社間において資産の移転が行われた場合 に生 じる内部
取引損益については,そ の資産が連結納税 グループ外部へ移転又は連結納税
グループ会社内で費用化されるまで繰 り延べ られ,損 益の計上は当該資産を
移転 した会社 において行われることとなる。連結納税 グループ会社間の内部
取引損益の取扱方法の如何が,連 結納税制度自体の定着を左右 しかねない問
題 となる可能性があ り,簡易かつ実効性のある内部取引損益の取扱方法 を構
築する必要がある。
③ 連結欠損金額
連結欠損金額は,5年 間にわた り所得控除対象 となる。連結納税制度適用
前に生 じた欠損金については,親 会社自身の制度適用開始前5年 以内に生 じ
た欠損金額に限定 して繰越控除される。連結繰越欠損金額の控除期間が5年
とされたのは,個 別法人税制 との整合性か らと思われる。
④ 税率 と連結付加税
連結所得に対する税率は,原 則 として現行法人税制 と同様である。 しか し
ながら,2年 間の措置 として,平 成14年4月1日か ら平成16年3月31日まで
の間に開始する事業年度については,普 通税率 に2%を 上乗せする 「連結付
加税」9)の適用がある。連結付加税は,後 述す るように,連 結納税制度導入
に伴 う税収減を吸収するための措置である。
9)平成14年4月1日 か ら,平 成16年3月31日までの間に開始する連結事業年度の連
結所得金額に対 して,法人の種類に応 じて定め られている通常の税率に加算 して,
2%の付加税が課税 される。この付加税 は,税 制上,法 人税の一部を構成するも
の とされている。
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(6)申告納付期限
申告納付期限については,現 行法人税制 と同様 に,申告納付 は連結事業年度
終了の 日の翌 日から2ヵ月以内に行い,
いる。
2ヵ月の申告期限延長の特例を設けて
(7)連結納税制度の適用開始 ・連結納税グループへの加入と離脱
連結納税制度の適用を受ける法人については,そ の適用開始の前後でみなし
事業年度 を設けることとなる。連結納税制度の適用 を開始す るにあたって,一
度納税面での清算を行うことを意図しているものである。
連結納税 グループか ら離脱する場合について,連 結事業年度の中途で連結納
税 グループか ら離脱する場合 には,そ の離脱 した日の属する連結事業年度開始
の日に離脱 したものとみなされ,ま た,一 度離脱 した法人については,5年 間
の再加入 を認めないこととなる。5年 間 という期聞については,欠損金の繰越
年数 との整合性を重視 したものと考えられる。すなわち,離 脱する時点で欠損
を抱えていた法人が再加入する場合には,既 に5年 間が経過 しているため,5
年間で控除 し切れなかった欠損を連結納税グループに再度持ち込むことは不可
能となるのである。このことは,子 会社の連結納税グループへの加入 と離脱を
利用 しての恣意的な納税 コス トの削減を抑制する効果を期待 しての措置といえ
る。
第2章 現行法人税制との関係
第1節 確定決算主義 との関係
現行法人税制は,い わゆる 「確定決算主義」10)を基礎 にしている。これは,
10)法人の確定した決算を基礎として,これに税務上要請される修正を加えることに
よって,所得金額を誘導的に算出し,法人に選択の余地が認められている内部取
引などについては,法人の確定した決算において費用または損失として経理ある
いは利益処分することを損金算入の要件とする原則。確定した決算とは,株主総
会 ・社員総会 ・総社員 ・総会 ・総代会等の承認を得たものをいう。
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商法上の確定した決算に基づいて法人の課税所得を計算することをい う。
法人税法第74条には,法 人税の確定申告において,「確定 した決算書にもと
づき申告書を提 出しなければならない」 と規定 している。さらに,確 定決算の
内容を為す損金経理 については,法 人税法第2条26において,「法人がその確
定 した決算において費用 または損失として経理することをいう」 と定義 してい
る。
これ らは,法 人税法第22条における 「一般に公正妥当と認められる会計処理
の基準 に従って計算されるもの とす る」 という原則にしたがって為 されること
となるわけであるが,これらの点は,諸外国に比較 してわが国の税制のより「帳
簿主義的」な側面が具現化 されている部分 といえる11)。
確定決算とは,商 法に基づいて確定(株 主総会での報告 ・承認)し た決算を
指 しているが,連 結納税制度を導入す る場合,こ の確定決算主義 との関係をど
のように考えるかという問題が生 じる。
わが国において確定決算主義が採用 されている理由 としては,次 の4点 が挙
げられる。第1に は,商 法その他の法令および企業会計原則 に立脚 して計算さ
れた確定決算による利益が適正な ものと考えられ,株 主,債 権者等の利害関係
者に公開された ものであること。第2に は,税 法は修正部分のみを規定すれば
良 く,税法規定が簡便 になること。第3に は,課税所得計算の前提 となる取引
事実の確定が容易であること。第4に は,確 定決算主義によらず,申 告調整主
義12)によれば,申 告調整は会社の決算利益 より課税所得が減少す る方向で行
なわれるであろうか ら,し たがって,確 定決算主義は所得水準の維持に貢献 し
ていると言える13)。
英国や ドイツなどにおいても,会計上の決算利益から課税所得 を計算する方
11)青山監査法人/プ ライスウオー ターハウス(1998)pp.135-136。
12)確定 した決算を前提 に法人税 申告書の別表上で申告調整することであ り,企 業会
計上の当期利益 を起点 として所定の方法に従って加減算を行い,税 法規定の課税
標準である所得金額 を導き出すことをい う。
13)吉牟田勲(1996)pp.36-37。
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法を採用 しているのは,わ が国 と同様である。その理由としては,そ れによっ
て前述のように法的安定性が得 られるもの と考 えられているか らである。
連結課税所得の算出は,連 結納税グループ内の個別法人の確定決算 に基づい
て計算 した個別所得を合算 し,そ の合算額に一定の連結調整を行 う仕組みが考
えられている。 この場合,一 定の連結調整は,確 定決算主義の外で行 なわれる
ことになる。
連結納税 の場合,個 別法人の確定決算 に基づ く所得金額を単純に合算するこ
とで良いのか という疑問も生 じるが,こ の点については,連 結納税グループ各
社は,そ れぞれが決算利益金額を確定しているわけであり,それを単純 に合算
した金額 についても確定決算 に基づ く利益または損失の額であると考えること
もできる。このように考えると,連結納税制度 と確定決算主義は,矛盾するこ
となく実行可能であると言 えよう。
各個別法人が負担する親会社か ら配分された連結法人税額を控除した後の税
引 き利益金額は,配当可能利益の基礎 になる金額 とも考えられる。したがって,
株主総会 において報告 ・承認された確定 した決算 は,連結納税制度 と大きな関
連性を有 している。
ただし,連結納税 グループの所得金額について,連 結グループ全体 としての
株主総会,い わゆる連結確定申告書の承認行為は直接的には為されないことと
なる。 この点については,会 計的見地のみならず税務的見地か らも検討の必要
があるといえる◎
税制は,さ まざまな政策的 ・財政的見地か ら構築されてお り,その目的に具
体的合理性が見い出せるならば,狭 義の確定決算主義にとらわれることなく独
自の判断によって,場 合によっては大胆 な申告調整がなされて,一 見確定決算
主義か らの乖離が進行 しているかのように考えられたとしてもあえて問題のな
いもの と判断される。
第2節 連結納税範囲
連結納税制度における連結範囲は,課税権の制約から国内子会社に限定され
208 商 学 討 究 第53巻第1号
る。外国子会社に対する所得の配分 または課税の脱漏 ・重複 に対する対応は,
連結納税制度 としてではなく,移転価格税制14),タックス ・ヘイブン税制15)
お よび外国税額控除制度16)等によって解決すべ き問題 といえる。問題は,国
内子会社の範囲をどのように決定するかである。
連結財務諸表においては,支 配力基準 を採用 し,経営支配の観点から連結範
囲を決定しているが,連 結納税 においては,法 的形式基準 として比較的確定が
容易な完全(100%)持株基準が採用 された。
今回,従 業員持株制度やス トック・オプション等によって取得 された株式を
除外 した うえでの100%子会社 という持株基準が適用 されたのは,ま さに確定
の容易性が重視されたものと考えられる。なお,諸 外国における連結納税上の
持株基準は,米国では80%以上,フ ランス95%以上,英国75%以上,ドイツ50%
以上である17)。
連結範囲を確定する間接要因として,連 結対象法人を青色申告法人に限定す
べきか否かという問題がある。このことについては,企 業組織の精緻度および
帳簿組織 自体の精緻度等から考えて,連 結対象子会社が青色申告の要件18)を
具備 し,各種の青色申告の特典 を当然為すべきこととして取 り入れていること
は疑問の余地がない。そ もそも連結対象子会社が青色 申告の要件 を具備 してい
14)企業が国外関連者との問で安価で売却したり,高価で購入したりして,通常の取
引価格と異なった価格の取引をすることによって,所得が国外に移転することを
防止するために,通常価格で取引したものとして課税所得を算出する制度。
15)わが国の法人が支配している外国法人でタックス ・ヘイブンに本店を有する場
合,そ の所得をわが国の法人の所得と合算して課税する制度。
16)国内と国外での二重課税を防止するために,国外で課税された法人税または所得
税に相当する税額を損金に算入するか,法人税額または所得税額から控除するか
の選択が認められているが,後者を外国税額控除という。
17)青山監査法人/プ ライスウオーターハウス(1998)p.58。
18)法人税法においては,法人が所得金額および法人税額等を自ら確定して申告納付
する申告納税方式をその基本としているが,この申告納税制度における適正な申
告は,正確な帳簿組織の記帳によって初めて実現されるものであることから,所
定の帳簿書類を備えて日々の取引を正確に記帳している法人について,その申告
を尊重するとともに,青色申告の特典を付与することにより,適正申告を期して
いる。
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ない状況下では連結納税 に耐えられないと考えられる。欠損金の繰越 ・繰戻等
の取扱 とも併せて考えると,連結納税グループ企業のすべてが青色申告を行 っ
ていることを連結納税制度適用の要件とすべ きであろう。
第3節 納税義務者
連結納税申告書の実質的作成者は親会社であ り,連結納税申告書の提出先は,
親会社の本店所在地を所轄する税務署になる。つまり,一次的納税義務者は親
会社になり,二次的納税義務(連 帯納税義務)は,各 連結対象子会社が各個別
申告納税額を最低限度 とする一方で,連 結納税額の総額 についても納税義務 を
負 うことになると考えられる。
一般的に,内 部取引を相殺消去するような形態の場合には,親会社 に納税義
務を課 している。フランスでは親会社 に納税義務 を課 し,米 国では子会社に納
税義務 を課す一方で親会社はその代理入 となり,英 国 ・ドイツでは個別の子会
社に納税義務がある。わが国では,現行税務行政組織を考 えると,親会社が納
税義務者 となる形が適当と考える。
なお,現 在の法人の事業規模 ・所在地等を考えると,連結納税制度下におけ
る連結納税 申告書の提出先は,東 京 ・大阪 ・名古屋国税局管内に集中する可能
性があり,そ の後の調査事務等も考えると,各 国税局問の組織 ・人員配置等に
少なか らず影響を与えるであろう。
第4節 事業年度 ・会計処理基準の統一
法人税法第13条1項において,基 本的には事業年度はその法人の営業年度に
よるものとされている。本来,法 人格が異なれば,当 然事業年度の独立性は重
視されるべ きであ り,業種や取扱商品等 によって,事 業年度の相違 ・設定の個
別的根拠は尊重されなければならない。 しか しながら,事業年度については,
計算の簡便性か ら連結納税グループ問では統一 している国がほとんどであるこ
とか ら,わが国においても連結納税グループ問の事業年度の統一 という条件が
課 されたものと考えられる。
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連結納税グループ間における損益の相殺,欠 損金の繰越 ・繰戻および内部取
引損益の繰延等の処理が関わる場合,事 実上各連結構成会社の事業年度の統一
は必然 となってくると考えられる。
他方,会 計基準に関 して,原 則 として連結納税グループ会社 間の統一は不要
であると考える。連結納税グループ会社間の会計処理の統一 に関 しては,二 つ
の考え方がある。す なわち,一 方において,連 結財務諸表原則の中に 「同一環
境下で行われた同一の取引等について,親 会社および子会社が採用する会計処
理の手続 きは,原 則 として統一 しなければならない」19)と規定されてお り,
また,連 結納税グループ会社間では,会 計処理基準 を統一す る方が,課 税所得
の操作が しに くくな り,したがって,会 計処理基準は統一すべ きであるとする
考え方がある。他方,会 計処理基準の継続性が保たれていれば,課 税所得操作
の余地は少な く,また,親 子会社間で業種 ・業態が異なる場合 には会計処理基
準が異なっていることに経済的な合理性が認められる。このような場合 に,課
税の観点からのみ会計処理基準の統一を強制するのは妥当ではなく,よ って連
結納税 グループ会社間の会計処理基準が異 なっていても問題はない とする考え
方がある20)。
わが国の現行法人税法について見れば,個 別法人の棚卸資産の評価方法につ
いて事業別 ・資産区分別の選定21),減価償却の方法については資産区分別 ・
事業所別等の選定22)を認容 している他,多 くの項 目について基準選択の余地
が残 されている。連結納税グループを構成する会社であっても,そ の事業内容
はそれぞれ異なることから,そ れぞれの事業形態に応 じて公正妥当 と認められ
る会計処理の基準に準拠する限 り,連結納税 グループ会社間の会計処理基準を
あえて強制的に統一 しなければな らない とい う必要性はないもの と考 えられ
る。
19)連結財務諸表原則 ・第三 ・三。
20)朝日監査法人(2000)p.122。
21)法人税法施行令第29条1項。
22)法人税法施行令第51条1項。
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米 国 ・フラ ンス ・英国 ・ドイツも,会 計処理基準 の統一 は要求 していな
い23)。
第5節 連結納税制度選択の可否
連結納税制度を導入するにあたっては,そ の適用 を強制適用 とするのか,そ
れとも任意選択 とするのかという問題がある。
一般的に,一定の持株要件 を充た した子会社をすべて強制適用 としても,企
業は納税 コス ト面から子会社 を選定 し,持株割合 を変更 して くることが考えら
れる。 したがって,仮 に強制適用 としても実質的にあまり意味がないこととな
る。例えば,子 会社 に課税所得が生 じると予想 された場合,連 結納税対象か ら
除外することを目的に持株を売却,こ れによって子会社を連結納税グループか
ら離脱させ,逆 に欠損が見込まれる場合 には売却 した株式 を買戻す というよう
な行為が行われることが想定される。 このような状況を防止するためには,一
度連結納税 グループから離脱 した会社については,再加入を制限す るとともに,
一定期間の継続適用 を条件 とすれば,あ る程度租税回避行為 を防止することが
可能となる。
米国 ・フランス・英国 ・ドイッもともに選択制が基本 となってお り24),わが
国も,政府案では選択制 となっている。税制の中立 ・公平性の観点からは,納
税者に選択の余地を与 えるべ きであ り,強制適用は不適当と考える。
第6節 欠損金の取扱
欠損金の繰越 ・繰戻計算は,税 務申告処理における固有の問題であり,租税
回避行為への対応や,課 税上の恩恵措置の拡大25)を抑制するためには,連 結
納税制度導入において検討 しなければならない最重要課題 といえる。
連結納税制度の効果を援用するために,本 質的な連結グループ経営から逸脱
23)八 ツ尾 純 一(1999)pp.111-151。
24)八 ッ 尾 純 一(1999)pp.111-151。
25)矢内 一 好(1999)「吉 牟 田 勲(1999)p.45」。
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し,税負担の軽減のみを目的 として欠損会社 を子会社化するといった行為が想
定 される。
場合 によっては,欠 損会社売買がビジネス化することも考えられる。連結納
税制度を健全に制度化するためには,連 結納税対象子会社が個別申告を行って
いた期間に生 じた欠損金 を,連結納税 申告上の連結繰越欠損金 として持込むこ
とを制限する必要がある。
ただし,連結納税対象子会社が連結納税制度 を選択 していない個別申告期間
において,親 会社 と一定の資本関係にあった場合 には,連 結納税グループとし
ての一体性を認容せざるを得 ないのかという問題がある。連結納税制度に連結
納税グループとしての厳格 さを要求するならば,連 結納税グループ加入以前の
繰越欠損金は連結繰越欠損金としては認めずに,そ の一方で欠損金の繰越期間
を現行の5年 か ら10年程度に延長する等の措置 をはか り,納税者の判断の幅を
拡充する等の方法を考えるべ きであろう。
連結納税制度における欠損金の取扱については,通 常の欠損のみならず,い
わゆる含み損 についても検討 しなければな らない。連結納税 グループ加入前に
あった含み損を利用 して,連 結納税グループ加入後の連結課税所得を減少させ
ることは,個 別申告期間中の欠損金を連結納税申告 において利用することと本
質的にはなんら変わ りがない。含み損については,そ れを生 じさせる資産を所
有 していた会社の所得の範囲内でのみ控除可能 とし,他 の連結納税グループ会
社の所得 との通算を禁止すべ きであろう。
第7節 内部取引損益の取扱
内部取引損益の取扱は,連 結納税制度を複雑なものにするか簡素なものにす
るかの分岐点 といえる。連結納税 グループ会社相互間すべての未実現内部取引
損益の処理 を求めるということになれば,連 結納税処理はかな り煩雑なものに
なると考えられる。
連結納税グループをひ とつの経済実体 として見るならば,当 然のごとく連結
納税グループ内部の未実現損益はすべて控除されなければならない。100%持
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株子会社を連結範囲としたことで,少 数株主持分の問題は排除されることとな
るが,い ずれにしても,内部取引損益の取扱は連結納税制度導入時の重要課題
であることには間違いがないといえる。
第8節 申告調整項 目
現行の個別申告においては,課 税所得および納税額の算出過程において,資
本金額,法 人税額を基準 として計算する項 目または個別法人の資産項 目等を基
準として計算する項 目がある。連結課税所得および連結納税額を算出す る際に
は,こ れらの申告調整項 目についての見直 しが必要となろう。
連結課税所得の計算方式についての考え方 としては,そ もそも次の三つがあ
る26)。
・連結恩典説
・属性継承説
・連結再調整説
連結恩典説
連結納税制度が納税者に対する恩典であるとして個別納税 申告で認容されて
いた各種の課税上の特例について,連 結納税申告は,こ の大きい恩典 に吸収 さ
れると考 えてすべて認容 しないこととする租税政策上の判断である。この説の
場合には,税 制が簡素になる。
属性継承説
連結納税にあたって も,個別納税申告での課税特例(例 えば中小法人の軽減
税率の特例)の 適用を継承するとする租税政策上の判断である。 この説の場合
には,子 会社の既得権が継承される。
連結再調整説
個別 申告ベースで中小法人であった ものが,連 結申告ベースで中小法人にな
26)矢 内 一 好(1999)「吉 牟 田 勲(1999)p.44-45」。
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らない ときは,連 結納税ベースでは一応中小法人の課税の特例は適用されな く
なるが,旧 中小法人についてのみ再調整 を行 って計算する租税政策上の判断で
ある。この説の場合には,申 告調整お よび税額調整が必要にな り,計算が複雑
になる。大規模法人が分社化を図って子会社 としての新中小企業 を設立 して租
税負担の軽減 を図ろうとして も,その意図を阻止できるとい う効果を持つ点で
連結恩典説 と異なる。連結再調整説は,調 整の段階で各種の政策的判定 も可能
であ り,3説 の中では最 も妥当であると考えられる27)。
現行法人税法では,資 本等の基準,所 得等の基準,税 額基準および定額基準
等を設定し,所得や税額の計算を行なうこととされてお り,連結納税制度下に
おいてどのように再調整がなされるかが問題 となる。政府案で示 されている連
結所得金額及び連結税額計算の概念図は次のとお りである28)。
連結納税制度における連結所得および連結税額の算出にあたっては,連 結納
税 グループ全体の計算によりつつ も,その計算過程においては,各個別法人ご
とにその法人に帰属する個別所得金額 と個別税額の計算が必要 となっている。
先ずは,個 別法人ごとに適切に所得金額 を算出し,そ の後,連 結納税グループ
内取引に係 る損益調整を行い,次に,連結 申告調整項目についての計算 を行い,
最終的に連結繰越欠損金を控除して連結所得金額 を算 出することとなるのであ
る。
したがって,政 府案においては先にあげた三つの説のうち,連 結再調整説を
採用 していることが読取れる。
27)吉牟 田勲(1999)p.45。
28)政府 ・税制調査会法人課税小委員会(平 成13年6月26日)資料を一部補正。
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く親会社〉<100%子会社S1><100%子会社S2>
単体所得金額
連結所得調整(1)連結所得調整(1>連結所得調整(1)
(配分額)↓
連結所得金額
↓
「 一 一 一「一 一一 一 ▼一 調獅 鶴 纈
(配分額)(配 分額)(配 分額)
↓ ↓ ↓
連結税額調整(1)連 結税額調整(1)連 結税額調整(1)
L___L_一__芳 一[
一 一 「 一 一一 「 「一 連結税額鰹(2)醐 ㎜ 醐 ↓
一 一 一一 「 「一 一一一一一「 「 一連結税額
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〈適用事項〉
○減価償却 ・特別償却
○準備金 ○圧縮記帳等
○連結グループ内取引に係る
損益の調整
○連結グループ内法人に短する
金銭債権について貸倒引当金
の対象からの除外等
○寄付金の損金不参入
○交際費等の損金不算入等
○連結欠損金額の繰越控除
○エネルギー革新等の
投資税額控除等
○所得税額控除
○外国税額控除
○増加試験研究費の税額控除等
(配分額)(配 分額)(配 分額)
第9節 租税特別措置法の適用
(1)適用要件
個別法人が課税単位 となっている現行法人税制においては,政 策目的によっ
て各種の租税特別措置が設けられている。
これら租税特別措置の規定は,個 別法人について,資 本金額,所 得金額,業
種,地 域などについての基準が要件 として設けられている場合が多い。連結納
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税制度においては,こ れらの要件 をどのように適用するのか という問題が生 じ
る。
政策立法である租税特別措置法(以 下,租 措法)の 各種規定 を連結納税制度
に適用するのは,そ の立法主旨に照 らして判断されることとなろう。
現行の租措法においては,適用基準 として次のような項 目が規定 されている。
① 資本金額を基準 とする項 目(中小企業者か否かの判定)
・中小企業者の増加試験研究費の特別税額控除
・中小企業者等の交際費の損金算入
② 所得を基準 とする項目(控 除限度額の判定)
・技術等海外取引の所得の特別控除限度額にかかる所得金額
・新鉱床探鉱費,海外新鉱床探鉱費の特別控除限度額にかかる所得基準
③ 税額を基準とする項目
・中小企業者等の増加試験研究費の特別税額控除
④ 定額基準 による項 目
・収用等の資産譲渡所得の特別控除額
これらの各種規定を連結納税制度に適用する場合,基 本的には各種規定の主
旨を踏まえて,連 結納税 グループの各個別会社 ごとに適用の有無 を判定すべ き
という考え方 もあるが,連 結納税制度の主旨を勘案 した場合,連 結納税制度に
対応 した独自の規定を設けるべ きであろう。
また,租 措法の適用で注意 したいことは,業 種別基準が設定 されていること
である。連結納税制度の適用においては,異業種 間の連結納税が当然のごとく
行われるわけであ り,それゆえ租措法の直接適用 は容易ではない。 さらに,租
措法の適用においては,そ の要件 として特定地域を指定している場合 もあり,
連結納税制度適用の際には業種の問題と同様に問題 となろう。
租措法は原則 として時限立法 となっていることか らも,連結納税制度が適用
された場合の各種の取扱の規定が どのようになされるのかが注 目されるところ
である。
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第10節 地方税への影響
連結納税制度の主旨は,法 人所得に対する課税について,経 済的に一体 と考
えられる連結納税 グループを単一の課税単位 として認識することにある。
このような主旨からすれば,所 得に対する課税 を前提 としている地方税 とし
ての法人事業税や法人住民税についても,連結納税制度を適用すべ きであるこ
とは国税 との整合性の観点からも,自然な流れであるといえよう。
しかしなが ら,地方税の場合,自 治体 ごとの税収の分配の問題を合理的に解
決 しないかぎり連結納税制度の導入は困難といえよう。現行法においては,法
人住民税は従業員数に応 じて,法 人事業税は固定資産の価額 ・軌道距離 ・事務
所 または事業所の数等によって分割基準を適用 している29)。
平成13年10月16日に政府税制調査会が発表 した 「連結納税制度の基本的考え
方」においては,法 人事業税および法人住民税については,単 体法人を納税単
位 とするとともに,基 本的には,法 人税の連結所得金額及び連結税額の計算過
程 において連結納税 グループ内の各法人に配分される所得金額又は税額 を基に
して課税標準を算定する仕組みとするとされている。このことは,場 合によっ
ては,税 が全 く配分 されない場合もありうることを意味 してお り,新たに法人
事業税や法人住民税の在 り方が問われることになる。
第11節 連結納税制度適用法人の管理と税務調査
連結納税制度が導入された場合には,現在の税務調査方法 も変化せざるをえ
ず,国 税当局内部の変革 も必要となるであろう。連結納税制度適用法人の管理
と調査は,全 国の各国税局の調査部または調査査察部が実施す ることになるで
あろう。今後は,各 国税局間の連絡調整を密にとり,広域的 ・機動的な税務調
査の展開が必要 となる。
29)例えば,電気供給業では,課税標準額の4分の3に相当する額は発電所の用に供
する固定資産の価額を,4分の1に相当する額は固定資産の価額を基準としてい
る。また,ガス供給業や倉庫業では固定資産の価額を,鉄道事業や軌道事業では
軌道の距離を,銀行や証券業,保険業では2分の1に相当する額は事業所 ・事務
所の数に,残 りの2分の1は従業員数によること,とされている。
2ヱ8 商 学 討 究 第53巻第1号
連結納税制度が どのような形態になるにせよ,各 個別連結対象子会社に対 し
て単独調査 を実施することは非現実的 ・非効率的であろう。なぜ なら,連結納
税 申告書を提出 した親会社は,連 結納税対象子会社が税務調査 を受けるたびに
連結修正申告書を提出することになりかねない。 さらに,関連事項の確認調査
をたびたび受けることとなり,結果として,つ ねに税務調査をうける状態 とな
って しまう。連結納税制度を適用 したことにより,恒常的な税務調査コス トを
抱えることとなる。このことは,納 税者にとっても,そ して国税当局にとって
も望むべ きことではない。
このような事態を回避するためには,連結納税グループ各社ではなく,連結
納税 グループ全体 として親会社が税務調査を受けることにすべ きである。親会
社は,連 結納税グループ全体を代表する代理人として税務調査を受けることに
なる一方で,個 別連結対象子会社は,国 税当局および親会社の要請があればい
つでも税務調査 を受忍するような制度を導入すれば,円滑 な税務調査 を実施す
ることがで きるのではなかろうか。連結対象子会社が利益 を計上 しているか否
かにかかわ らず,連 結納税制度を適用する連結納税 グループの一員 となった以
上は,連 結納税グループ全体の税務調査 は,す なわち各連結納税対象会社自身
の調査 と同様であるというような認識 を浸透させ る必要がある。
連結納税制度適用法人に対する調査ポイン トとしては,連 結納税会社相互間
取引の実態解明,連 結納税グループへの加入 と脱退の影響等があげられるが,
特 に連結納税制度下においては,欠 損金を出した会社の欠損 を結果的に納税上
利用することとなるため,連 結納税グループ会社の欠損金額に対する税務調査
は,よ り厳格 になることが予想される。
また,今 後の税務調査全体の傾向として,中 小法人においては,納税地 ・代
表者 ・決算期が異なる多 くの関連法人(事 業)を 統括する実質的な基幹法人の
オーナーをターゲットとする,同 族会社の経理処理 と代表者個人財産の形成過
程の検討に重点をおいた総合的調査が主流 になるものと考えられる。大規模法
人においては,連 結納税制度導入の今後によって,よ り広域的 ・機動的対応が
求め られることか ら,局 間をまたがったより柔軟かつ即効性のある調査が為さ
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れるもの と思われる。
連結納税制度適用法人への税務調査に関す る二次的問題 としては,次 の2点
が考えられる。
・税務調査 によって非違が発見 され,修正 申告 となった場合の本税 ・加算
税 ・延滞税の配賦。
・連結納税グループの特定の会社に生 じた法人税通脱の事実が,連結納税申
告全体に係る通脱犯の構成要件事実となりうるのか。
税務調査によって非違が発見され,修 正申告 となった場合の本税他付帯税の
配賦について,一 次的には,連 結納税申告書を提出し納税義務者 となっている
親会社が負担することとし,二次的には,非 違が発見された当事者である会社
に配賦 されることが妥当と考 える。
連結納税 グループの特定の会社に生 じた法人税通脱の事実が,連 結納税 申告
全体に係 る通脱犯の構成要件事実 とな りうるのかという問題については,連 結
納税制度が連結グループを一体の ものとして認識 しているという主旨や,親 会
社が納税義務者 となっていることを考えると,捕脱の事実が連結納税申告全体
に影響すると考えるべきである。実行行為者の特定や犯意の立証 という点では
困難な状況も想定 されるが,親 会社の社会的責任 を問うという意味合いにおい
てもそうあるべ きであろう。
第12節 税収減について
連結納税制度導入に伴う減収要因 としては,連 結納税適用会社間の所得 と欠
損の通算による課税所得の減少 によるものと,連結納税適用会社間の内部取引
に係 る損益の繰延によるものとの2点 があげ られる。
欠損金については,個 別会社 においても5年 間の繰越控除と1年 間の繰戻還
付請求が認められているため,連 結納税制度導入に伴 う所得 と欠損の通算 に伴
う税収減は,そ の大部分は相殺年度の相違 による時間的な差異 と考えることも
できる。 しかしながら,欠損申告会社の中には,設立以降連年欠損 とい うよう
な会社もあり,個別会社の内部で留まっていた欠損が親会社に流入する分,税
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収減が生 じる可能性は大きいといえる。 さらに,国 際的整合性 を踏まえて,欠
損金の繰越控除実施期間が延長 された場合,大 きな税収減につながる可能性が
ある。
財務省による平成14年度税制改正による増減収見込額は次頁表のとお りであ
る30)。
連結納税制度の創設にともなう税収減に対応するための財源措置(連 結納税
制度の仕組の中での措置,た とえば連結付加税等や課税ベースの見直 し)を講
じ,2年 後において再度改めて財源措置の見直 しを行 う予定 となっている。
連結納税制度の仕組の中での措置 としては,連 結付加税の導入 ・連結子会社
の連結前欠損金の持込制限 ・創設当初の加入子会社等の適用時期の特例があ
り,課税ベースの見直しとしては,受 取配当の益金不算入制度の見直 し ・退職
給与引当金制度の廃止 ・旧特別修繕引当金制度の廃止が行われる。
中小企業関係税制においては,同 族会社の留保金課税の軽減等について,試
験研究費お よび開発費の合計額の収入に対する割合が3%を 超える一定の中小
企業を留保金課税の不適用措置の対象に加え,さ らに,中 小法人に係る留保金
課税の税額については,5%軽 減する。また,交 際費等の損金不算入制度の定
額控除限度額の引上げとして,資 本金1,000万円超5,000万円以下の法人に係 る
定額控除限度額 を現行の300万円か ら400万円に引上げることとなった。
連結納税制度の創設 に伴 う税収減については,「3.そ の他(1)企業関係租税
特別措置の改正」 による増収 も含めると,平 年度0億 円,初 年度△30億円の減
収 と見込まれる。
連結納税制度は,平成14年4月1日以後に開始 し,かつ,平 成15年3月31日
に終了する事業年度から適用することとしているため,初 年度の計数は平成15
年3月 期決算法人に係る減収額を計上 している。なお,連 結納税制度の創設に
よる減収額の初年度(△5,680億円)と平年度(△7,980億円)の計数の差額分(△
2,300億円〉の影響は翌年度 に生 じる。
30)財務省広報資料(平 成14年1月)の 数値 を参照 した。
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(単位:億 円)
改 正 事 項 平年度 初年度
1.連結納税制度
(1)連結納税制度の創設 △7 ,980△5 ,680
(2)連結納税制度の仕組みの中での措置
① 連結付加税の導入 +1,030+730
② 連結子会社の連結前欠損金の持込制限 +480 +170
③ 創設当初の加入子会社等の適用期間の特例 +2,110+1,500
(小計 ①+②+③) +3,620+2,400
(3)課税ベースの見直 し
① 受取配当の益金不算入制度の見直し +820 +610
② 退職給与引当金制度の廃止 +3,240+2,350
③ 旧特別修繕引当金制度の廃止 +110 +110
(小計 ①+②+③) +4,170+3,070
計 難 灘獄 i灘 馨麹
2.中小企業関係税制
(1)同族会社の留保金課税の軽減 △100 △40
(2)交際費等の損金不算入制度の定額控除限度額の引上 △130 △40
げ
(3)取引相場のない株式等の相続税の課税価格の計算の △40 △20
特例の創設
計 灘慧難総 灘
3.そ の 他
(1)企業関係租税特別措置の改正 +190 +180
(2)その他 △100 △40
計 繊i 燕
合 計 △370 △170
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結
連結納税制度は,個 別の法人 を納税者 とする現行法人税制を大 きく変革する
ものであり,直 ちにその成案が得 られるものではない。法人税制の内部制度相
互間の整合性や各税制との関係 を検討 し,さ らに,法 人税そのものの位置付け
を,税 制および会計学的見地から再検討 ・再認識する必要がある。加えて税務
行政執行面においても,組織 ・事務手続 ・人員配置などの改変に関する課題を
有 してお り,解決すべ き課題は山積 している。
また今後,連 結納税制度導入による課税ベースの見直しにともなって,申 告
調整項目が より縮小方向へ進行 した場合には,申 告調整項目の性格がより連結
恩典説へ近づいていくもの と考えられる。その結果,連 結納税制度適用の可否
の判断にあたっては,よ り長期的展望に立った高度なタックス ・プランニング
が必要となり,その資質を有する人材の育成 も必要 となるであろう。
連結納税制度の経済的効果については,さ まざまな意見がある。ここではあ
えて租税の効果 ・役割等には言及 しないが,連 結納税制度の導入の影響は,法
人 ・個人双方の納税者にとって耳障 りの良いことばかりではないことを認識 し
てお く必要がある。
平成14年3月24日,政府税制調査・会は,給 与所得控除の縮小を検討するとの
方針 を明 らかにした。さらに所得控除の圧縮 も検討課題 とされる。 これ らを検
討することにより,個人所得税,と りわけ給与所得者層の租税負担は大きく変
化すると考えられる。個人所得税の税率を引き下げることも同時に検討されて
いるが,基 本的な理念 としては,国 民が広 く公平に税金 を負担する仕組みの構
築にある。 しかしなが ら,これ らの検討事項が改正された場合,多 くの中間給
与所得者層には増税 という結果が もたらされる可能性がある。
個人所得税,し かも,自 営業者に比較 して所得補足率の高い給与所得者への
実質的な増税措置は,当 然,税 制全体の税収状況を勘案 してのものである。
所得税 と法人税 は常に関連づけて議論されなければならないが,法 人の税負
担の軽減がなされたがために,個人の税負担が増加 したのでは,実 質的な経済
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効果が薄れてしまうことになりかねない。個人の実質所得の減少は,い ずれ必
ず法人の経済動向に反映 されることとなる。また,制 度 自体が特定の法人規模
に有利 に作用するようなことも避けなければならない。
法人税制は,国 家の経済の動向,さ らに,個 人の消費動向をも左右する重要
な要因である。景気対策に名を借 りた安易な減税ムー ドに押流されることなく,
長期的 ・包括的な展望をもった,真 摯 な理念に基づ く冷静かつ積極的な検討が
必要であると考える。
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